
２０１８年度 決算報告

自２０１８年４月１日 至２０１９年３月３１日

報告事項１－２



１ 貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

２ 正味財産増減計算書・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

３ 財務諸表に対する注記・・・・・・・・・・・・・・・ ４

４ 附属明細書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

５ 独立監査人の監査報告書・・・・・・・・・・・・・・ ８

６ 監事監査報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９

目次



（単位：千円）

科  目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部
　１．流動資産
　　　　現金 57,802 38,651 19,150
　　　　預金 46,063,576 40,767,566 5,296,009
　　　　未収金 3,501,133 3,379,024 122,109
　　　　未収収益 26,383 31,958 △ 5,575
　　　　有価証券 5,997,628 1,215,076 4,782,551
　　　　貯蔵品 157,659 146,672 10,987
　　　　前渡金 870 1,454 △ 583
　　　　前払費用 304,079 374,385 △ 70,306
　　　　仮払金 860 2,342 △ 1,482
　　　　貸倒引当金 △ 31,110 △ 29,755 △ 1,355
　　　流動資産合計 56,078,884 45,927,378 10,151,506
　２．固定資産
　　（１）特定資産
　　　　退職給付引当資産 12,036,022 11,423,006 613,016
　　　　役員退職手当引当資産 55,002 44,887 10,115
　　　　減価償却引当資産 10,617,733 19,326,689 △ 8,708,956
　　　　施設･機器改善積立資産 7,819,491 3,052,253 4,767,238
　　　特定資産合計 30,528,250 33,846,836 △ 3,318,586
　　（２）その他固定資産
　　　　建物 6,871,017 7,018,360 △ 147,342
　　　　構築物 188,929 207,128 △ 18,198
　　　　機械装置 68,416 71,664 △ 3,247
　　　　車両運搬具 4,203,921 4,255,969 △ 52,047
　　　　工具器具備品 1,275,165 1,085,313 189,852
　　　　リース資産 227,623 349,229 △ 121,606
　　　　土地 10,145,286 9,947,932 197,353
　　　　建設仮勘定 1,101,931 287,963 813,968
　　　　電話加入権 2 2 0
　　　　施設利用権 1,554 1,940 △ 385
　　　　ソフトウェア 2,287,594 2,440,974 △ 153,379
　　　　ソフトウェア仮勘定 1,346,562 486,430 860,131
　　　　投資有価証券 14,452,306 16,637,759 △ 2,185,453
　　　　子会社株式 36,793 36,793 -
　　　　長期預金 - 3,200,000 △ 3,200,000
　　　　長期貸付金 162,069 218,105 △ 56,036
　　　　長期前払費用 171,924 145,738 26,185
　　　　敷金保証金 1,389,036 1,408,690 △ 19,654
　　　　保険積立金 25,509 17,616 7,893
　　　その他固定資産合計 43,955,645 47,817,612 △ 3,861,966
　　　固定資産合計 74,483,895 81,664,448 △ 7,180,553
　　　資産合計 130,562,779 127,591,826 2,970,953
Ⅱ　負債の部
　１．流動負債
　　　　未払金 4,880,704 4,854,634 26,070
　　　　未払費用 1,107,858 788,813 319,044
　　　　リース債務 98,074 156,279 △ 58,205
　　　　前受金 1,728 1,405 322
　　　　未経過会費 38,071,259 37,403,062 668,197
　　　　預り金 451,015 474,128 △ 23,112
　　　　賞与引当金 2,454,443 2,552,461 △ 98,017
　　　流動負債合計 47,065,083 46,230,785 834,298
　２．固定負債
　　　　リース債務 129,549 192,950 △ 63,400
　　　　退職給付引当金 12,036,022 11,423,006 613,016
　　　　役員退職手当引当金 55,002 44,887 10,115
　　 資産除去債務 93,314 51,508 41,805
　　　固定負債合計 12,313,889 11,712,352 601,537
　　　負債合計 59,378,973 57,943,137 1,435,835
Ⅲ　正味財産の部
　１．一般正味財産 71,183,806 69,648,689 1,535,117
　　　（うち特定資産への充当額） (18,437,224) (22,378,942) △ 3,941,718
　　　正味財産合計 71,183,806 69,648,689 1,535,117
　　　負債及び正味財産合計 130,562,779 127,591,826 2,970,953
(注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載している。

貸　借　対　照　表
2019年3月31日現在
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正　味　財　産　増　減　計　算　書
２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日まで

(単位：千円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益
特定資産運用益 49,687 38,988 10,698
受取利息 49,687 38,988 10,698

受取入会金 1,663,247 1,688,447 △ 25,199
入会金 1,663,247 1,688,447 △ 25,199

受取会費 63,146,583 62,131,120 1,015,463
会費収入 63,146,583 62,131,120 1,015,463

事業収益 4,731,321 4,693,878 37,443
ロードサービス料収入 2,132,744 2,293,214 △ 160,470
モータースポーツ収入 400,150 392,390 7,759
物品販売収入 1,242,100 1,281,830 △ 39,729
手数料収入 653,381 445,258 208,122
国際業務収入 227,655 194,950 32,705
会員証再発行料収入 624 676 △ 52
催し物収入 74,664 85,557 △ 10,892

雑収益 386,735 257,792 128,943
受取利息 67,084 47,457 19,627
雑収入 319,650 210,335 109,315

経常収益計 69,977,576 68,810,226 1,167,349
（２）経常費用
事業費 62,113,540 62,088,054 25,486
給料手当 14,472,649 14,899,749 △ 427,100
役員報酬 36,979 34,396 2,582
賞与 2,259,380 2,277,309 △ 17,929
賞与引当金繰入 2,085,565 2,235,660 △ 150,094
退職給付費用 2,158,181 2,002,916 155,265
役員退職手当引当金繰入 3,081 2,782 298
法定福利費 2,970,713 3,055,605 △ 84,891
厚生費 467,830 461,189 6,641
臨時雇賃金 2,642,179 2,257,316 384,863
貸倒引当金繰入 31,110 29,755 1,355
自動車燃料費 611,576 571,882 39,693
自動車修理費 384,549 368,218 16,330
自動車保険料 75,973 102,102 △ 26,128
自動車税 65,378 69,775 △ 4,397
自動車借上料 15,078 14,435 642
宣伝普及費 1,300,088 1,533,484 △ 233,396
電算費 1,099,568 844,200 255,368
賃借料 1,195,862 1,193,784 2,077
仕入税額調整損 2,534,758 2,409,486 125,271
印刷費 5,394,208 5,582,762 △ 188,554
被服費 399,943 395,919 4,023
物品製作費 830,451 846,343 △ 15,891
催事開催費 96,211 108,137 △ 11,926
会議費 48,453 100,576 △ 52,123
支払手数料 2,147,881 2,156,503 △ 8,622
建物減価償却費 235,400 226,316 9,083
構築物減価償却費 14,694 15,344 △ 649
機械装置減価償却費 6,979 7,106 △ 127
自動車減価償却費 1,139,145 1,019,846 119,298
工具器具備品減価償却費 228,326 336,799 △ 108,472
ソフトウェア減価償却費 399,809 325,534 74,275
リース資産減価償却費 127,272 128,657 △ 1,384
保険料 18,249 17,722 526
営繕費 93,396 81,485 11,911
光熱水道費 227,378 230,804 △ 3,425
図書費 8,198 7,638 560
消耗品費 307,287 363,352 △ 56,064
備品費 10,847 28,535 △ 17,687
旅費交通費 575,067 566,163 8,903
電話料 294,811 306,405 △ 11,594
通信運搬費 6,752,485 6,529,432 223,052
租税公課 25,671 23,348 2,323
渉外費 164,992 162,928 2,064
職員教育費 73,677 94,414 △ 20,737
諸報酬 253,843 263,975 △ 10,132
委託費 7,562,569 7,606,654 △ 44,084
雑費 265,780 191,291 74,489

科     目 当年度 前年度 増減
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正　味　財　産　増　減　計　算　書
２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日まで

(単位：千円）

科     目 当年度 前年度 増減

管理費 6,328,000 6,353,871 △ 25,870
給料手当 1,612,259 1,572,896 39,362
役員報酬 84,424 86,761 △ 2,337
賞与 286,162 287,202 △ 1,040
賞与引当金繰入 267,991 273,636 △ 5,645
退職給付費用 267,113 284,929 △ 17,816
役員退職手当引当金繰入 7,034 7,019 14
法定福利費 378,315 373,065 5,250
厚生費 220,407 216,254 4,153
臨時雇賃金 51,896 54,925 △ 3,028
自動車燃料費 6,149 6,369 △ 219
自動車修理費 5,817 5,830 △ 12
自動車保険料 1,905 3,344 △ 1,439
自動車税 3,500 3,558 △ 58
自動車借上料 3,729 2,864 865
電算費 970,788 1,003,120 △ 32,332
賃借料 214,400 193,565 20,835
仕入税額調整損 184,064 244,425 △ 60,361
印刷費 28,028 14,190 13,838
被服費 89 160 △ 71
会議費 45,040 48,933 △ 3,893
支払手数料 49,780 26,623 23,157
建物減価償却費 113,957 104,267 9,689
構築物減価償却費 5,102 5,229 △ 126
機械装置減価償却費 2,249 1,556 692
自動車減価償却費 23,415 22,303 1,112
工具器具備品減価償却費 138,448 125,538 12,909
ソフトウェア減価償却費 350,820 330,915 19,905
リース資産減価償却費 32,907 34,743 △ 1,835
施設利用権減価償却費 385 467 △ 82
保険料 12,717 12,877 △ 159
営繕費 46,676 64,038 △ 17,361
光熱水道費 35,748 32,403 3,344
図書費 8,703 9,122 △ 418
消耗品費 37,074 22,955 14,118
備品費 19,124 9,772 9,351
旅費交通費 138,752 140,165 △ 1,412
電話料 23,024 27,153 △ 4,129
通信運搬費 26,222 21,609 4,612
租税公課 169,526 159,173 10,352
渉外費 68,507 76,612 △ 8,104
職員教育費 153,629 171,105 △ 17,475
諸報酬 128,707 169,919 △ 41,211
雑費 103,397 102,261 1,135

経常費用計 68,441,541 68,441,925 △ 384
評価損益等調整前当期経常増減額 1,536,035 368,301 1,167,734

当期経常増減額 1,536,035 368,301 1,167,734
２．経常外増減の部
（１）経常外収益

固定資産売却益 38,163 41,268 △ 3,104
雑益 17,624 13,762 3,862

経常外収益計 55,788 55,030 758
（２）経常外費用

固定資産売却損 160 546 △ 385
固定資産除却損 18,565 4,205 14,360
雑損 37,979 56,555 △ 18,576

経常外費用計 56,706 61,307 △ 4,601
当期経常外増減額 △ 918 △ 6,277 5,359
当期一般正味財産増減額 1,535,117 362,023 1,173,093
一般正味財産期首残高 69,648,689 69,286,665 362,023
一般正味財産期末残高 71,183,806 69,648,689 1,535,117

Ⅱ　指定正味財産増減の部 - - -
Ⅲ　正味財産期末残高 71,183,806 69,648,689 1,535,117
(注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載している。

]　3



１ 継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２ 重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。

② 子会社株式・・・原価法によっている。

③ その他有価証券（市場価格のないもの）・・・原価法によっている。

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・最終仕入原価法によっている。

(３) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）については、定額法を採用している。

② ソフトウェアについては、定額法を採用している。

③ リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(４) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

未収金の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上する方法によっている。

② 賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上している。

③ 退職給付引当金

④ 役員退職手当引当金

役員の退職手当の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

(５) 消費税等の会計処理

税抜方式による。仕入税額控除不能額は、経常費用（事業費・管理費）に仕入税額調整損として計上している。

３ 特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職給付引当資産 11,423,006 1,412,413 799,397 12,036,022

役員退職手当引当資産 44,887 10,115 － 55,002

減価償却引当資産 19,326,689 2,067,900 10,776,856 10,617,733

施設・機器改善積立資産 3,052,253 7,819,491 3,052,253 7,819,491

合計 33,846,836 11,309,920 14,628,506 30,528,250

４ 特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：千円）

科目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

退職給付引当資産 12,036,022 － － (12,036,022)

役員退職手当引当資産 55,002 － － (55,002)

減価償却引当資産 10,617,733 － (10,617,733) －

施設・機器改善積立資産 7,819,491 － (7,819,491) －

合計 30,528,250 － (18,437,224) (12,091,024)

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上している。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっている。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間の一定の年数（３年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。

財務諸表に対する注記

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）に準拠して作成している。

4



５ 固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：千円）

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 15,371,209 8,500,192 6,871,017

構築物 1,162,169 973,240 188,929

機械装置 390,451 322,034 68,416

車両運搬具 11,100,408 6,896,486 4,203,921

工具器具備品 4,086,111 2,810,946 1,275,165

リース資産 815,888 588,265 227,623

合計 32,926,239 20,091,165 12,835,073

６ 金融商品関係

(１) 金融商品の状況に関する事項

①

②

③

(２) 金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

科目 貸借対照表計上額 時価 差額

① 預金 21,342,826 21,342,826 －

② 定期預金 45,129,000 45,129,000 －

③ 投資有価証券 30,559,078 30,650,231 91,153

合計 97,030,904 97,122,057 91,153

(注１)　金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 預金

預金は短期間で決済されるため、時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

② 定期預金

③ 投資有価証券

７ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：千円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

国債 13,139,078 13,175,461 36,383
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ社債 1,000,000 1,001,050 1,050

クレディ・スイス・ロンドン支店社債 1,000,000 1,027,400 27,400

日本生命保険相互会社社債 500,000 501,100 1,100

太陽生命保険株式会社社債 1,000,000 1,007,300 7,300

株式会社みずほフィナンシャルグループ社債 600,000 599,800 △ 200
三井住友トラスト・ホールディング株式会社社債 700,000 699,370 △ 630
ＪＰモルガン・チェース・アンド・カンパニー社債 1,500,000 1,495,350 △ 4,650
モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社社債 1,000,000 1,023,400 23,400

譲渡性預金 10,120,000 10,120,000 －

合計 30,559,078 30,650,231 91,153

金融商品の貸借対照表計上額、時価及び差額は、次のとおりである。

金融商品の取引については、財産管理運用規程及び運用財産取扱要領によっており、その運用状況については資金運用
委員会に定期的に報告を行っている。

定期預金は、貸借対照表の預金及び特定資産に含まれている。時価は、短期間で決済されるため、帳簿価額にほぼ等し
いことから当該帳簿価額によっている。

投資有価証券は、貸借対照表の有価証券、特定資産及び投資有価証券に含まれている国債、社債及び譲渡性預金であ
る。国債及び社債の時価については、日本証券業協会又は取引金融機関から提示された価額によっている。また、譲渡
性預金は短期間で決済されるため、時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

(注２)　非上場株式（貸借対照表計上額 10,856千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることな
　　　　どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券」には含めていない。

金融商品に対する取組方針

金融商品のリスクに係る管理体制

資金運用については、リスクの低い商品に限定しており、預金、定期預金、国債、社債及び譲渡性預金によっている。

投資有価証券は、国債、社債及び譲渡性預金であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

金融商品の内容及びそのリスク
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８ 退職給付関係

(１) 採用している退職給付制度の概要

(２) 退職給付債務に関する事項 （単位：千円）

① 退職給付債務 △ 23,913,445

② 年金資産 12,056,703

③ 未積立退職給付債務 △ 11,856,741 ③＝①＋②

④ 未認識数理計算上の差異 △ 179,281

⑤ 退職給付引当金 △ 12,036,022 ⑤＝③＋④

(３) 退職給付費用に関する損益 （単位：千円）

① 勤務費用 1,436,577

② 利息費用 47,946

③ 期待運用収益 △ 238,218

④ 数理計算上の差異の費用処理額 731,660

⑤ 小計 1,977,965 ⑤＝①＋②＋③＋④

⑥ 確定拠出年金拠出額 447,329

⑦ 退職給付費用 2,425,294 ⑦＝⑤＋⑥

(４) 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。

① 一般勘定 44.5%

② 債券 38.6%

③ 株式 15.3%

④ その他 1.6%

⑤ 合計 100.0%

(５) 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

(６) 数理計算上の計算基礎に関する事項

① 割引率 0.2%

② 長期期待運用収益率 2.0%

９ リース取引関係

ファイナンス・リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

・主としてロードサービス事業における建物・工具器具備品・車両運搬具である。

１０ 資産除去債務関係

１１ 関連当事者との取引の内容

取引条件及び取引条件の決定方針等

・ ＪＡＦ Ｍａｔｅ誌の購入、発送費用については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定している。

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産か
らの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮している。

当法人は、不動産賃貸借契約を建物所有者との間で締結しており、一部の事業所の退去時に原状回復に係る債務が生じる可
能性があるが、将来退去する予定がなく賃借資産の使用期間も明確でないことから、資産除去債務の合理的な見積りが困難
であるため資産除去債務を計上していない。

退職給付制度については、退職一時金制度及び確定給付型企業年金制度並びに確定拠出型退職給付制度を採用している。

子会社
東京都港区芝大門
1-9-9

8,078,914
雑誌・図書の
出版・販売、
広告代理店業他

100%

業務上の関係

印刷物購入
発送業務委託

JAF Mate誌
　印刷費
　発送費

3,189,872
2,644,289

未払金 628,517無し

科目
期末残高

(単位:千円)

住所
資産総額

(単位:千円)
事業の内容

議決権の
所有割合

取引の内容
取引金額

(単位:千円)

種類 法人等の名称

株式会社
ＪＡＦメディアワークス

関連内容

役員の兼務等
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附属明細書

１　特定資産の明細

　財務諸表に対する注記３に記載している。

２　引当金の明細

（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 2,552,461 2,454,443 2,451,574 100,886 2,454,443

退職給付引当金 11,423,006 1,412,413 799,397 12,036,022

役員退職手当引当金 44,887 10,115 55,002

貸倒引当金 29,755 31,110 29,755 31,110

(注)賞与引当金の当期減少額（その他）は、支給見込額と実際支給額との差額戻入額。

科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高
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